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Ⅰ 農村を取り巻く新たな動き



１

（１）企業の社会的責任(ＣＳＲ)の動き (和歌山県海南市)

出典



（２）小学校農業科の取組 （福島県喜多方市）

○ 福島県喜多方市では、平成23年度から小学校17校全てにおいて、「総合的な学習の時
間」で年間35時間程度の農業科の授業を実施。

○ 農業科副読本を整備するとともに、各学校２～10名程度の農業科支援員も配置。地域
の支援のもと、授業を実施。農業科の実践により地域力が向上。

枝豆の種まき（小学３年生）

２

農業科のねらい

1 豊かな心の育成
２ 社会性の育成
３ 主体性の育成

出典：http://www.city.kitakata.fukushima.jp/shimin/gyosei/14902/14980/18176/



（３）阿波藍の保存・伝承の取組 （徳島県西城高校）

○ 徳島県城西高校では、消滅しかかっている阿波藍の栽培から染料の「すくも」づくり、「すく
も」による藍染め、さらに藍染め製品の販売までの一貫教育を平成21年度から開始。

○ 平成22年度からは、藍の種子を全国の希望者に配布する「藍の種子ネットワークづくり」
もスタート。また、藍染め体験交流なども展開。

○ これらの取組みにより、高校の魅力の向上と郷土の活性化を推進。

藍の栽培に必要な大量の施肥 藍粉成し（あいこなし）除草・中耕・土寄せなどの栽培管理

藍染めの体験交流 藍染め製品の開発・販売 全国に配布している藍の種子

出典：http://josei-hs.tokushima-ec.ed.jp/阿波藍について/
３



（４）NPO法人による地域活動 ～ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞﾜｰｸ笠間～

○ NPO法人ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞﾜｰｸ笠間は、平均年齢68才の74名の会員が、“地域の未来に笑顔の
種をまこう”をスローガンに掲げ、➀農業６次産業化、➁コミュニティカフェ、➂社会貢献の３
つの柱で活動を展開。

○ 耕作放棄地６aを再生し、茨城大学の学生とも連携し、ブルーベリーや野菜類を栽培。
○ 「グランパとグランマのお店」では、取れた野菜を使った郷土料理を提供する他、ブルー

ベリージャムなどの加工品も販売。地域の老若男女が気楽に集える場を提供。
○ 学童の通学サポート、自主防災組織の結成、笠間市のイベント参加による町おこし貢献。

グランパとグランマの店

茨城大学サークル「のらボーイ＆のらガール」と農作業の連携

学童の通学サポートの安全パトロール

４



（５）インターンシップ研修の取組 （徳島県上勝町）

○ 徳島県上勝町では、平成22年度からインターシップ研修生の受け入れを行い、町外から
の定住促進に取り組んでいる。

○ これまで、受入者数548人中、34名が町内在住、又は町内就業。

出典：http://www.irodori.co.jp/asp/nwsitem.asp?nw_id=1776 ５



【女性の担い手・社会経験を
積んだ者の活躍】

マーケティング・経理事務など農山漁村に
不足する能力を補強し、地域経済の発展
に寄与

京都府京丹後市 チャレンジつねよし百貨店

（６）都市と農山漁村を人々が行き交う「田園回帰」の実現

農山漁村

【多様なライフスタイルの
選択肢の拡大】

地域の仕事や暮らしに関する情報を豊富
に提供し、農山漁村への移住・定住や二
地域居住、Ｕターンを促進

移住・定住等の促進イメージ

農山漁村に
接する機会
の高まり

都市住民

定 住

群馬県川場村

【地域の暮らしを支える取組】

民間団体等が高齢化した農家のサ
ポートや集落が担ってきたコミュニティ
機能を補完

新潟県上越市櫛池地区 庭先集出荷

【拠点への機能集約とネットワーク化の強化】

診療所、福祉施設等の生活サービスの提供の拠点を基幹
集落に集約し、周辺地域とネットワークでつないだ「拠点＋
ネットワーク」を形成

ＪＡ京都、ＡＴＭ

バス停

農業振興総合センター

お祭り広場

診
療
所

京都府南丹市美山町平屋地区 拠点＋ネットワーク

健康福祉センター

物販販売所(1F)
行政窓口(2F)

高齢者コミュニティセンター

物販販売所(乳製品)

【拡大図】

【広域図】

【「地域内経済循環」のネット
ワーク構築】

地域に埋もれた未利用資源を発掘し、域外
に流出していた価値を域内に再投資

岡山県真庭市 真庭バイオマス産業都市のイメージ

【社会的企業（ソーシャル・
ビジネス）の活躍】

地域資源の活用等により小さなビジネスを
営みつつ、民間主体で地域の課題解決に
取り組み、地域コミュニティを活性化

島根県雲南市 地元の農産物を加工

【都市と農山漁村の結び付き】

一過性のブームに終わらない積極的な都市
と農山漁村の交流

群馬県川場村 世田谷区との交流を促進

都市住民とのつながり
を強める

集落間の結び付きを強める 農山漁村にしごとをつくる

６



(億円)
(万人)

（７）訪日外国人旅行者数と旅行消費額の推移
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○ 訪日外国人旅行者数と消費額は、2011年以降増加傾向にあり2014年にはいずれも過
去最高を更新。

○ 2015年の1-3月期は2014年度を更に上回るペースで増加。日本人国内旅行消費額の
６分の１程度。

資料：観光庁及び日本政府観光局（JNTO）資料を基に作成

旅行消費額(億円)

訪日外国人客数(万人)

前年同期比
○旅行消費額

６４．４％増
（１四半期としては

過去最高）
※同時期の日本人

国内旅行消費額
は、約４．３兆円

○訪日外国人
旅行者数
４３．７％増

（３月には単月過去
最高値を更新）

７



○社会や環境に適応しながら何世代にもわたり形づくられてきた農業上の⼟地利⽤、伝統的な農業と、そ
れに関わって育まれた⽂化、ランドスケープ、⽣物多様性などが⼀体となった世界的に重要な農業システ
ムを国連⾷糧農業機関（FAO）が認定する仕組み。
○世界では、15カ国36地域が認定（2016年１⽉現在）されており、⽇本では８地域が認定。
○認定された地域では、世界農業遺産を活かした農産物のブランド化や地域活性化の取組を推進。

地域名称 認定年⽉ 農業システム名称

新潟県佐渡市 2011年6⽉ トキと共⽣する佐渡の⾥⼭

⽯川県能登地域 2011年6⽉ 能登の⾥⼭⾥海

静岡県掛川周辺地域 2013年5⽉ 静岡の茶草場農法

熊本県阿蘇地域 2013年5⽉ 阿蘇の草原の維持と持続的農業

⼤分県国東半島宇佐地域 2013年5⽉ クヌギ林とため池がつなぐ国東半島・宇佐の農林⽔産循環

岐⾩県⻑良川上中流域 2015年12⽉ 清流⻑良川の鮎〜⾥川における⼈と鮎のつながり〜

和歌⼭県みなべ・⽥辺地域 2015年12⽉ みなべ・⽥辺の梅システム

宮崎県⾼千穂郷・椎葉⼭地域 2015年12⽉ ⾼千穂郷・椎葉⼭の⼭間地農林業複合システム

⾷料及び
⽣計の保障

優れた
ランドスケープ
及び⼟地と
⽔資源管理
の特徴

⽣物多様性
及び⽣態系

⽂化、価値観
及び社会組織

知識システム
及び適応技術

世界的（国家的）重要性（下記5基準で表され
る）、歴史的及び現代的重要性を有することが
必要。

世界農業遺産認定基準 国内の世界農業遺産認定地域の概要

（８）世界農業遺産（GIAHS)の取組 （新潟県佐渡市他）

８



世界農業遺産(GIAHS)を活⽤した地域振興

「能登棚⽥⽶」のブランド化（能登地域）

認定を契機として、奥能登の4つのJAが連携し、世界農業
遺産を前⾯に打ち出した「能登棚⽥⽶」のブランド化を進め
ている。さらに、この取組が波及拡⼤し、能登の7つのJAに
よる「能登⽶」づくりも開始。

棚⽥を活⽤した観光（佐渡市）

⼈⼝１４０⼈余りの⼩さな岩⾸集落では、認定を契機に、
⼤切に守り続けてきた棚⽥を案内する世界農業遺産ツアーを
開催。
2014年は約830⼈が参加。また、ツアー申込以外でも、⼤

学⽣等約600⼈もの⼈が訪問。

地元銀⾏との連携（阿蘇地域）

○ 認定を契機として、肥後銀⾏が「阿蘇グリーン定期預⾦」
を創設し、預け⼊れ総額に応じて、⼀定割合を肥後銀⾏が
「阿蘇世界農業遺産基⾦」へ寄付。寄付⾦は、以下のような
活動に使⽤。

①阿蘇地域の農林業及び草原を活⽤した畜産業の活性化に関すること。
②阿蘇地域で⽣産される農畜林産物等の付加価値向上に資すること。
③世界農業遺産の周知・啓発・情報発信に関すること。
④その他世界農業遺産を活⽤した阿蘇地域の活性化に資すること。

「能登棚⽥⽶」・「能登⽶」

対象商品 阿蘇グリーン定期預⾦

ご利⽤頂ける⽅ 新規にお預け⼊れいただいた⽅

購⼊⾦額 ⼀⼝10万円以上

預⼊期間 １年

適⽤⾦利(年利) 店頭表⽰⾦利＋0.15％

阿蘇グリーン定期預⾦

能登棚⽥⽶（左）、能登⽶（右）商品パッケージ

オーナーを募集している⼩倉千枚⽥

棚⽥を活⽤した交流

地元ガイドと巡る天空の棚⽥

パッケージに「世界農業遺産」を表記

寄付実績
2014年：616万円 2015年：724万円

９



（９）地理的表示法(特定農林水産物等の名称の保護に関する法律）の概要
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（９）地理的表示法(特定農林水産物等の名称の保護に関する法律）の概要

11



Ⅱ 農村の課題



【基幹的農業従事者の年齢構成】
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基幹的農業従事者：自営農業に主として従事した15歳以上の世帯員（農業就業人口）

のうち、普段仕事として主に自営農業に従事している者で、主に家事や育児を行う

主婦や学生等を含まない。

資料：農林水産省「農林業センサス」

昭和一桁世代

平成7年 256万人 59.6歳

平成17年 224万人 64.2歳

平成22年 205万人 66.1歳

基幹的農業
従事者数 平均年齢

59万人
（万人）

○ 基幹的農業従事者は年々高齢化が進行しており、主要国と比較しても突出。
（平成２7年の基幹的農業従事者数は１77万人、平均年齢は６7.1歳）

【各国の農業従事者の年齢構成】

出典：
英仏独はEUROSTAT(2014)：農業に従事した世帯員
米は、米国農務省「2012年農業センサス」：農業に従事した世帯員
日は、農林水産省「2010年世界農林業センサス」：基幹的農業従事者
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（1）農業の担い手の高齢化
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平成27年 177万人
67.1歳



出典：総務省「過疎地域等における集落の状況に関する現状把
握調査」(平成23年4月)を基に農林水産省作成

注 ：集落機能が低下している集落とは、上記の集落機能が低
下又は維持困難と回答した集落。この他良好、無回答と
回答している集落がある

〇農業集落の農家・非農家の戸数及び農村・都市部の高齢化率 〇集落の機能が低下又は維持困難と答
えた集落の割合
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出典：農家・非農家の戸数は、農林水産省「農林業センサス」（平成22年）
農村・都市部の高齢化率は、総務省「平成22年 国勢調査人口等基本集計」、
国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来人口推計(平成19年5月推計)」
を基に農林水産省で推計。

注 ：ここでは、国勢調査における人口集中地区（DID）を都市、それ以外を農村とした。
なお、高齢化率とは、人口に占める65歳以上の高齢者の割合。
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○ 農村は、都市部に比べて高齢化が進行。農業集落に占める農家の割合は、10％以下ま
で低下。

○ 中山間地域では集落機能の維持が困難な状況が進行。
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（２）集落機能の低下



〇農道・水路や畦畔法面の管理に係る課題 〇共同作業・農業生産に係る話合いへの参加割合

調査期間：平成23年10月～11月
ほ場整備を進める301の土地改良区に対する調査結果

出典：株式会社 流通研究所「平成23年度農地整備事業に係る課題調査
業務報告書」

62.3%

32.2%

36.0%

33.9%

25.1%

34.7%

2.9%

8.8%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

高齢な農業者の管理が行き届かない

大規模農業者の管理が行き届かない

不在地主の管理が行き届かない

大規模農業者の負担となっている

一部の法面が長大化し、法面の管理の
負担について不公平感がある

農家組合や水利組合の共同作業日の
参加者が減少している

その他

特になし

無回答

99.0

48.8

36.5

99.8

28.6

12.6

0

20

40

60

80

100

農家 土地持ち非農家 非農家

共同作業の出役義務のある集落割合
（農業用用排水路、対象74,770集落）

農業生産に係る話合いへの参加割合
（対象81,030集落）

出典：農林水産省「農林業センサス」（平成22年）

○ 農道や水路等の管理について、農業者の高齢化や不在地主の存在により行き届かな
い、または大規模農業者による管理が行き届かない、等の課題。

○ 共同作業等に関する話合いについて、農家はほぼ全員が参加しているのに対し、土地持
ち非農家及び非農家の参加割合は、半分以下と大幅に低い傾向。
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（３）地域資源の保全管理に係る課題



Ⅲ 多⾯的機能⽀払交付⾦の取組



洪水を防ぐ機能

生きもののすみかになる機能

癒しや安らぎを
もたらす機能

土の流出を防ぐ機能

農村の景観を保全する機能

地下水をつくる機能

川の流れを安定させる機能

文化を伝承する機能

土砂崩れを防ぐ機能

体験学習と教育の機能

暑さをやわらげる機能

15

（１）農業の多面的機能（各機能の概要）



農業の多面的機能の貨幣評価（学術会議答申）

機 能 の 種 類 評 価 額 評 価 方 法

洪水防止機能 ３兆４,９８８億円／年 治水ダムを代替財として評価

土砂崩壊防止機能 ４,７８２億円／年 土砂崩壊の被害抑止額によって評価

土壌侵食(流出)防止機能 ３,３１８億円／年 砂防ダムを代替財として評価

河川流況安定機能 １兆４,６３３億円／年 利水ダムを代替財として評価

地下水涵養機能 ５３７億円／年 地下水と上水道との利用上の差額によって評価

有機性廃棄物処理機能 １２３億円／年 最終処分経費を代替財として評価

気候緩和機能 ８７億円／年 冷房料金の節減額により評価

保健休養・やすらぎ機能※ ２兆３,７５８億円／年 家計支出額の推定により評価

※機能のごく一部を対象とした試算

注１：日本学術会議における討議内容を踏まえて行った貨幣評価の結果のうち、答申に盛り込まれたもの

注２：農業の有する機能は、評価に用いられた代替財の機能とは性格の異なる面があること等に留意が必要

（２）多面的機能の貨幣評価（機能別評価額）
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○ 国民の農村の役割の理解について、H26年内閣府世論調査からみると、農村を食料生産
の場と回答している人が83％、環境保全50％、労働・生活の場49％。

○ 教育の場と回答している人は30％であるが、「子どもの教育における農業体験等に対する
意識」については、各項目ともH26はH5に比べ高い値となっている。

83 

49 

33 

22 
10 

30 

50 

0

20

40

60

80

100
食料生産

労働・生活

災害防止

伝統文化

保存
保健休養

教育

環境保全

農村の持つ役割に対する意識

H5 H8 H20 H26
N=2,219  

72 
64 

72 

52 

34 

35 39 

37 

59 

56 

37 

0

20

40

60

80
自然の理解

生き物のふれあい

貴重な体験

農業・

農村の理解

のびのびと遊ぶ

働く姿を間近に見る 人間性の豊さ

伝統文化に接する

食べ物・

農業の興味

食物生産過程

の理解

勉強に役立つ

子どもの教育における農業体験等に関する意識

H5 H8 H20 H26

H20/9 食料・農業・農村の役割に関する世論調査（ 3,144人）
H26/6 農山漁村に関する世論調査（1,880人）

17
（内閣府）
H5/11 食生活・農村の役割に関する世論調査（2,219人）
H8/9 食料・農業・農村の役割に関する世論調査（3,567人）

（３）農村の役割に関する国民の理解

（複数回答可）（複数回答可）



H10（1998）年
OECD農業大臣会合コミュニケ
国際的に初めて「多面的機能」

について言及

H13(2001)年11月
「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的
な機能の評価について(答申)」日本学術会議
＊貨幣評価が可能な一部の機能を評価

中
山
間
地
域
等
直
接

支
払
制
度

H12～

農
地
・
水
・
環
境
保
全

向
上
対
策

H19～

H25.12決定
H26.6 改訂

農
林
水
産
業
・
地
域
の

活
力
創
造
プ
ラ
ン

４つの柱の1つに
「農村の多面的機
能の維持・発揮を
図る取組の推進」

日
本
型
直
接
支
払
制
度

H26

多
面
的
機
能
発
揮
促
進
法

H27

日
本
学
術
会
議
答
申

H13.11
(2001)

日
本
学
術
会
議
へ
諮
問

H12.12
(2000)

食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
法

H11.7
(1999)

基本理念の1つに
「農業の多面的機

能の発揮」

S55
(1980)

H12
(2000)

H22
(2010)

H7
(1990)

H12(2000)年12月
農林水産大臣から学術的知見に基づく定量的評価等を諮問

環
境
保
全

型
農
業
直

接
支
払

農
地
・水

保
全
管
理

支
払

H23～

H27
(2015)

・S53（1978）年度、国土保全
機能が農林業の外部経済効
果であることを初めて農業白
書に明記
・農業・農村の公益的機能に
ついていくつかの貨幣評価の
試算

新
た
な
食
料
・農
業
・
農
村

基
本
計
画

H27.3.31
決定

農業や食品産業の成長産
業化を促進する「産業政策」
と、多面的機能の維持・発
揮を促進する「地域政策」と
を車の両輪として食料・農
業・農村施策の改革を着実
に推進

（４）農業の多面的機能を巡る動き
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○ 農業・農村は、国土保全、水源かん養、景観形成等の多面的機能を有しており、その利益は広く国民全体が享受。

○ 他方、近年、農村地域の高齢化、人口減少等により、地域の共同活動等によって支えられている多面的機能の発揮に
支障が生じる状況。

○ また、地域の共同活動の困難化に伴い、水路、農道等の地域資源の維持管理に対する担い手の負担が増大し、担い手
の規模拡大が阻害されることも懸念される状況。

○ このため、農業・農村の多面的機能の発揮のための地域活動等に対して支援を行い、多面的機能が今後とも適切に発
揮されるようにするとともに、担い手の育成等構造改革を後押ししていく必要。

制度の全体像

※５年後に支払の効果や取組の定着状況等を検証し、施策に反映。

農地維持支払

資源向上支払

多面的機能を支える共同活動を支援します。

※担い手に集中する水路・農道等の管理を地域で支
え、農地集積を後押し。

地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る
共同活動を支援します。

支援対象

• 農地法面の草刈り、水路の泥上げ、農道
の路面維持等の基礎的保全活動

• 農村の構造変化に対応した体制の拡充・
強化、保全管理構想の作成 等

支援対象

・水路、農道、ため池の軽微な補修

・植栽による景観形成、ビオトープづくり

・施設の長寿命化のための活動 等

中山間地域等直接支払
29,000（28,474）百万円

中山間地域等の条件不利地域（傾斜地等）
と平地とのコスト差（生産費）を支援。

環境保全型農業直接支払
2,609（2,646）百万円

環境保全効果の高い営農活動を行うこ
とに伴う追加的コストを支援。

※これまでの農地・水保全管理支払を組替え・名称変更。

農地法面の草刈り

水路の泥上げ

水路のひび割れ補修

中山間地域
（山口県長門市）

カバークロップ
（緑肥）の作付け

植栽活動

19

多面的機能支払 48,251 （48,251）百万円
※ 金額は、H27年度予算額
（括弧内は、H26年度予算額）

（５）日本型直接支払の概要



多
面
的
機
能
支
払
交
付
金

(

１)

農
地
維
持
支
払
交
付
金

(

２)

資
源
向
上
支
払
交
付
金

１)地域資源の質的向上を図る共同活動

３)地域資源保全プランの策定

４)組織の広域化・体制強化

２)施設の長寿命化のための活動

未舗装農道の舗装 水路の更新

①地域資源の基礎的な保全活動

②地域資源の適切な保全管理のための推進活動

農道の路面維持 年度活動計画の策定施設の点検

【活動例】

水路の泥上げ

【活動例】

ひび割れの補修 農道の部分補修

植栽活動

【活動例】

【活動例】

多面的機能支払交付金の構成

生きもの調査

①施設の軽微な補修

②農村環境保全活動

③多面的機能の増進を図る活動
20

（６）多面的機能支払の概要 ～構成～
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○ 農地・水保全管理支払交付金は平成19年度に創設され、平成26年度からは多面的機能支払交付金を創設。

○ 平成26年度は、約2万5千の活動組織、約196万haの農地を対象とした活動を支援。

○活動組織数・取組面積の推移

年 度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

農地・水保全管理
支払交付金

組織数 17,122 18,973 19,514 19,658 19,677 18,662 19,018 －

取組面積（万ha）
（共同活動）

116 136 143 143 143 146 147 －

多面的機能支払
交付金

組織数 － － － － － － － 24,885

取組面積（万ha）
（農地維持支払）

－ － － － － － － 196

※ H25までは共同活動支援交付金＋向上活動支援交付金＋推進交付金。H26は、農地維持支払交付金＋資源向上支払交付金＋推進交付金

北海道 府県 全国計

水 路 (km) 35,059 336,882 371,941 

農 道 (km) 23,453 188,105 211,558 

ため池 (箇所) 691 40,136 40,826 

○取組面積のカバー率（平成26年度） ○対象施設数（平成26年度）

全国
田 畑 草地

取組面積 196万ha 126万ha 46万ha 24万ha

農振農用地に
対するカバー率

46% 56% 37% 32%

（７）多面的機能支払の実施状況 ～活動組織数・取組面積～



68%

18%

6%

3%

2%
3%

単一集落：68％

その他：３％

水系・水利組合：６％

事業地区：３％

土地改良区：２％

複数集落：18％
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○ 活動組織には、非農業者も含め 193万人・団体が構成員として参加。活動組織に参画する団体は、自治会、子
ども会、女性会等多様な主体により構成（平成26年度）。

個人 団体

農業者 非農業者
農業関係 その他

134万3千人 42万2千人 27,208 137,797

合計 193万人・団体

資料：平成26年度実施状況報告書

農事組合法人、
営農組合等

○活動組織の構成員数

○活動組織への各団体の参画割合（全国）

自治会、子供会、
女性会等

資料：共同活動抽出調査（平成21年12月実施）資料：平成26年度実施状況報告書

200ha以上：６％

20ha未満：26％

20～50ha：41％

50～100ha：20％

100～200ha：８％

資料：平成25年度実施状況報告書

○活動組織の地区の設定要因

○活動組織の活動面積の規模

全国平均：78ha
北海道平均：639ha
府県平均 ： 56ha

9% 13%
21%

67%

26%
36%

20%

8% 11%
1%
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（８）多面的機能支払の実施状況 ～活動組織の構成・規模～



「
わ
が
村
は
美
し
く-

北
海
道
」

運
動
コ
ン
ク
ー
ル
景
観
部
門
特

別
賞
を
受
賞

花植会（地域の女性が中心）によるフラワーロードの整備

植栽活動 美しい田園空間の創出

土 地 改 良 区
（ 活動全般に対する

指導・助言 ）

ＪＡ
（ 活動全般に対する

指導・助言 ）

姉富東ふるさと守り隊

自 治 会
（活 動 全 般）

農 家
（活 動 全 般）

小 学 校
（ 伝統的農法の伝承、

体験学習の実施 ）

花 植 会
（ フラワーロードの

整備 ）

土 地 改 良 区 支 部
（ 活 動 全 般 ）

排 水 管 理 組 合
（ 基 礎 活 動 ）

あねとみひがし うら かわ ちょう

女性や子どもの参画による地域の活性化

姉富東ふるさと守り隊（北海道浦河町）

○ 当地域は、水田と草地が混在し広域にわたって多くの水利施設があり、高齢化が進展していることから、
施設の維持管理が農業者の大きな負担となっている。自治会と連携した管理体制づくり、また、農村景観
の保全を目標に、地域の女性や小学生の参画を得て活動組織を設立し、取組を開始。

○ 地域の女性を中心とする「花植会」が、用水路の敷地を活用してフラワーロードを整備し、美しい農村景
観を形成。また、小学生等に田植えや稲作の講義、「はさかけ」や精米の技術を教え、伝統的農法を継
承。

○ 自治会活動の参加人数が増加するなど、地域の人々の結びつきが強化され、住民の地域貢献の意識が
向上。

【地区概要】
・取組面積 594.5ha

（田 92.0ha、畑 14.3ha、草地 488.2ha）
・資源量

開水路 57.9km、農道 35.8km
・主な構成員

農業者、自治会、女性会、小学校
土地改良区 等

・交付金 約５百万円（H26）

農地維持支払
資源向上支払（共同）

北
海
道
日
高
管
内
教
育
実
践

奨
励
賞
を
受
賞

学校教育との連携（伝統的な農法、農村景観の保全）

田植え はさかけ
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地域の概要 女性が中心となった取組 取組の広がり

女性グループの活躍が支える地域活性化 【地区概要】

・取組面積 171ha （畑 171ha）

・資源量 開水路26.5km、農道2.7km

・主な構成員

農業者、自治会、女性会、

土地改良区、消防団

・交付金 約９百万円（H27）

農地維持支払
資源向上支払（共同、長寿命化）

○九州有数のキャベツ産地であるが、水路・農
道等の施設の老朽化が進行しており、地域資
源の保全管理活動を地域一体となって実施。

○活動組織の女性グループを中心として、農
家の女性が農業以外で交流・活躍できる場と
して、平成23年に「農奥」を結成。

○農奥のメンバーでキャベツ料理の開発や講
師を務めるほか、畑でのキャベツの直売や
ホームページ・SNSを活用し、「ひまわりキャ
ベツ」として地元キャベツの認知度を上げる
活動を実施。

○農奥のメンバーは、ポスターのデザインや
ホームページ作成などの各自の特技を活か
した役割を受け持つほか、ひまわり祭りに向
けた種まきイベントを企画・実施。

○口蹄疫をきっかけに、地域ではひまわりの植
栽が拡大し、平成22年からは「きゃべつ畑の
ひまわり祭り」を開催。

○イベントや直売を通じて、商業関係者や消費
者との距離が近くなり、キャベツ産地としての
認知度アップにもつながった。

高鍋町広域協定 ～染ヶ岡地区環境保全会～（宮崎県高鍋町）

○ 本地区は九州有数のキャベツ産地であり、キャベツの収穫後、一部の農家が景観保全のため農地にひ
まわりを植栽していたが、平成22年に口蹄疫が発生。その蔓延防止のため、牛・豚のたい肥が使用できな
くなったため、代わりに緑肥としてひまわりの植栽が拡大。

○ 平成22年から「きゃべつ畑のひまわり祭り」を開催し、平成27年には約1,100万本のひまわりを植栽するな
ど、町を代表するイベントに発展。

○ 地区の女性農業者らで構成される「農奥」は、ひまわり祭りのポスターのデザインや種まきイベントを担
当。取組を発展させ、キャベツ産地の認知度を上げる活動も実施。

たかなべちょう そめがおか
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○ 本地区は、平成５年から旧勢和村全10集落の地域住民と立梅用水土地改良区が協力してあじさい植栽
活動に取り組み、地域づくり活動が活発化。平成19年度に10集落で協議会を設立して、農地・水・環境保
全向上対策の取組を開始。

○ 協議会には、地区内の保育園・小中学校、図書館、農村レストラン、交流施設等に加えて、地区外の大
学、企業が支援・協力団体として参加。研究者と連携して、活動の調査・検証も実施。

○ 多様な主体が参画し、様々な活動に取り組むことで、「人の絆」（農村協働力）が育まれ、地域が活性化。

多気町勢和地域資源保全・活用協議会（三重県多気町）

大学や企業、NPO法人等の多様な主体との連携

協議会の概要 大学、企業等との連携

○ 遊休農地対策
・ 大学と連携した調査や企業等と連携した活用

（ゆず、そばの栽培）

大学による土壌調査

○ コミュニティスクールの推進

Ｓ社と連携したそば栽培

・ 小学校に隣接した遊休農地を解消し、
図書館等との協働によりコミュニティス
クールを推進。
（H26は小学校で64時間単元を実施）

協力団体

○ 地区内の多様な20団体に加え、４つの支援組織
（水土里サポート隊、町役場等）、７つの協力組織
（大学、企業）で構成。

○ これまでに培った農村協働力を活かして、多様
な主体と連携し、地域資源を積極的に活用。人の
ネットワークが広がり、新たな活動を生み出すエ
ネルギーとなっている。

・ コミュニティスクールの推進（学校教育との連携）
・ 遊休農地の活用
・ 小水力発電の活用と地域活性化

○ 立梅用水型小水力発電プロジェクト

・ 平成24年度から「産・学・官・民」協働により、小水力
発電を活用した地域活性化を推進。

小水力発電機「彦電」 大学生の水収支調査

６次化施設と「彦電」 共同プロジェクト会議

産学チーム 官チーム 民チーム

コンサル、大学、
メーカー

改良区、町、県等

装置の開発、
推進方策検討 等

地元とりまとめ、
プロジェクト支援

協議会
交流施設、営農組合等

小水力発電の
利活用

小水力発電＋超小型モビリティ利用構想
６次産業活性化（農村レストラン、交流施設）、獣害対策・農業生産

（営農組合）、農業用水管理（改良区）、子ども教育 等

※ 交付金を活用した取組ではないが、本制度を通じて育まれた農村協働力から取組が発展。
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【地区概要】
・取組面積 700ha

（田 480ha、畑 220ha）
・資源量

開水路 131.0km、ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ 4.0km、
農道 102.0km、ため池 8箇所

・主な構成員 農業者、自治会、
土地改良区、小中学校 等

・交付金 約22百万円（H26）

農地維持支払
資源向上支払（共同、長寿命化）



○ 本地区は、平成７年に有志による「佳例川を語る会」を発足させ、お田植祭の復活、ブランド米（佳例川源流
米）づくり、焼酎（蔓無源氏（つるなしげんじ））づくりなど、様々な地域づくり活動に取組。

○ 平成20年度、市が支援策として集落支援員（１名）を配置し、鹿児島大学農学部のボランティアグループ「農
援隊」との連携を提案。平成21年度からは農地・水・環境保全向上対策の導入と「農援隊」との連携をスター
ト。平成25年度には取組面積を拡大し広域組織化。

○ 鹿児島大学農学部の提案により地元企業（（株）トヨタ車体研究所）とも交流・連携が始まり、農地維持活動へ
の参加、社員食堂のイベントで佳例川源流米や地区でとれた農産物を提供するなど、様々な取組を展開。

霧島市佳例川地域農地・水・環境保全管理協定（鹿児島県霧島市）

大学や企業、NPO法人等の多様な主体との連携

佳例川地区の取組

○ 霧島市佳例川地域農地・水・環境保全管理協定

大学、企業等との連携

○ 鹿児島大学農学部との連携

・ 鹿児島大学農学部の「農援隊」と地元企業が、高齢化で作業が困難と
なった箇所の草刈りや水路の泥上げを支援

・ 学生の力を借り、コース選定・コース整備（草刈り）を行った「佳例川新
米ウォーキング」により、地域住民、都市住民、学生間の交流

・ 復活した「お田植祭」には、学生や地元企業も参加し、農村文化の伝承
と交流を促進

大学、地元企業と年に４～５回
交流・連携活動を継続

・ 社員食堂のイベントで「佳例川源流米」や地区の農産物を提供
・ 佳例川地区でのウォークラリーを社内イベントとして位置付け
・ 佳例川地区の行事への参加、会社の夏祭りに地区住民を招待
・ 焼酎「蔓無源氏」のPRに貢献（社員の帰省先や得意先に贈呈）

○ 佳例川地区自治公民館（自治組織）

ビジネスモデルの提案会

社員食堂のイベント

・ 水の駅「水車公園」整備（H12団体営事業）
・ 佳例川源流米の低温貯蔵庫整備と販売
・ 飯冨神社「お田植祭」の復活と鰻のつかみ捕り（H9～）
・ 280年の伝統を持つ「羽山まつり」開催
・ 「佳例川新米ウォーキング」開催（H25～）
・ 「ふるさと佳例川地区あぜ道マップ」作成

・ 従来は水利組合が水路等の保全活動を実施していた
が、組合員の高齢化・離農等により管理作業の負担が増
大

・ 本制度の導入により、共同作業への地域住民や外部の
協力が得られ、負担が軽減

・ 土水路からコンクリート水路への更新、農道の舗装を実
施

・ お田植祭への支援、農援隊との連携による協働作業の
実施

水車公園 お田植祭 羽山まつり

多面的機能支払の関連活動

多面的機能支払と連携した地域活動

・ 県の「共生・協働のむらづくり活性化事業」と連携し、農村の人・資源を
フル活用した地域活性化策の検討⇒ビジネスモデルの提案会の開催

・ 佳例川の魅力を紹介する「あぜ道マップ」の作成
・ 地域特産品（「佳例川源流米」や地元産さつまいもを原料とした焼酎

「蔓無源氏」）による地域活性化
・ 佳例川地区の行事への参加

○ 地元企業（(株)トヨタ車体研究所）との連携

農援隊による斜面草刈り

【地区概要】
・取組面積 229ha

（田 75ha、畑 154ha）
・資源量

開水路 23.2km、農道 43.9km
・主な構成員

農業者、自治会、消防団、
子供会 等

・交付金 約15百万円（H26）

農地維持支払
資源向上支払（共同、長寿命化）
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かれいがわ



Ⅳ 魅⼒ある地域づくり



ディスカバー農山漁村(むら)の宝

出典：http://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/discover.html 27
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みんなの⼒で魅⼒ある農村に 30


